様式２別紙
様式１の＜事業類型等の内容＞欄で「小規模企業者または小規模事業者である」や「小規模事業者枠に応募する」に☑した応募申請者のみ提出すること
（従業員数が０名である場合も、提出の必要があります。）



労働者名簿一覧（応募申請時点）

商号又は名称
代表者役職
[bookmark: _GoBack]代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

・従業員はいない　　　□　　　☑を付してください。
・従業員がいる場合は、下記に必要事項を記入してください。
	小規模事業者としての業種
（国の公募要領４５ページ参照）
	コード
	
	名　称
	



	
	氏　名
	性別
	生年月日
（西暦）
	住　所
	雇入れ年月日
（西暦）
	従事する
業務の種類

	１
	
	
	-  -
	
	-  -
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	

	１５
	
	
	
	
	
	

	１６
	
	
	
	
	
	

	１７
	
	
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	
	
	

	１９
	
	
	
	
	
	

	２０
	
	
	
	
	
	


注１．「小規模企業者」「小規模事業者」の定義については、国の公募要領４５ページ・４６ページを参照してください。
注２．「常時使用する従業員」とは、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」が従業員と解されます。また、会社役員及び個人事業主は予め解雇の予告を必要とする者に該当しないため、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」には該当しないとされています。
注３．生年月日及び雇入れ年月日は西暦で記載してください（2019年1月1日の場合→2019-01-01）
注４．虚偽の記載が明らかになった場合は、採択取消になります。また、交付決定後に、小規模規模企業者・小規模事業者の定義をはずれた場合は補助率が１／３以内となりますのでご注意ください。
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